
精神保健及び
精神障害者福祉法に関する法律
（精神保健福祉法）
の意義と内容



用語等の整理



指定医・・・

指定するのは

医師として
５年以上診断または治療に従事し、
３年以上精神障害の診断または治療に従事した経験を有すること他

医療機関等における業務・・・

公務員として行う業務 ・・・

精神保健指定医
（精神保健指定医以外の一定の要件を満たす医師・・・特定医師）

資格要件・・・

厚生労働大臣

医療保護入院等の入院の要否
行動制限の要否の判定

措置入院の要否の判定



措置入院患者に入院に対応するための民間精神科病院

事務：

指定するのは

入院患者の人権に配慮した処遇の確保を図る審査機関

設置：

①知識の普及・調査研究
②相談指導のうち複雑困難なもの

精神保健及び精神障害者の福祉に関する

【指定病院】

都道府県知事（指定都市市長）

【精神医療審査会】

都道府県（指定都市）

精神保健福祉センター

精神保健福祉センターの他の業務・・・



精神保健及び精神障害者の福祉に関する事項を調査審議

都道府県知事（指定都市市長）の諮問に対し、意見を具申する。

設置：

地方精神保健福祉審議会

都道府県（指定都市）



入院形態等の整理



【任意入院】

（指定医：72時間）
（特定医師：12時間）に限る

退院時の指定医：必要なし

但し、
入院の継続の必要があると認めた場合は、
退院制限をすることができる。

入院時に指定医の診断：必要なし

本人の同意に基づく入院

入院１年経過後時と２年おきに、入院に関わる同意の再確認を行う。

入院中の権利事項等について書面で説明を行い、入院同意書を得なければならない。



措置入院

自傷他害の恐れがある者を
都道府県知事（指定都市市長）の権限により入院させる。

緊急措置入院

②指定病院

入院時の指定医：必要（２名以上）

①国、都道府県、独立行政法人が設置した精神科病院入院先

指定医…１名
（72時間）に限る

→



精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
「申請等に基づき行われる指定医の診察等」
に基づき厚生労働大臣の定める基準

入院させなければその精神障害のために、

次の表に示した病状又は状態像により、自殺企図等、自己の生命、
身体を害する行為(以下「自傷行為」という。)又は

殺人、傷害、暴行、性的問題行動、侮辱、器物破損、強盗、恐喝、
窃盗、詐欺、放火、弄火等他の者の生命、身体、貞操、名誉、財産等又は
社会的法益等に害を及ぼす行為
(以下「他害行為」といい、原則として刑罰法令に触れる程度の行為をいう。)を引
き起こすおそれ。

自傷他害の恐れとは？



措置入院

精神科病院または指定病院の管理者は、
入院を継続しなくても自傷他害の恐れがないと認められた場合は、
直ちにその旨等を保健所長を経て都道府県知事に届け出る。

都道府県知事は入院を継続しなくても
自傷他害の恐れがない場合は退院させなければならない。

退院時の指定医：必要
（例：指定管理者：指定医→保健所長→都道府県知事）29条
（都道府県知事→指定医）29条



措置入院

措置入院の申請・・・一般人から都道府県知事に対して申請を行える。

申請者の住所・氏名や疑いのある者の居住地や氏名、症状等を申請書に記載。
都道府県知事に提出。

他に、警察官、検察官、保護観察所の長、矯正保護施設の長の申請が規定されている。

（口頭、電話等の文書以外の申請は認められない。）



措置入院

措置入院
(診察及び保護の申請)
第二十二条 精神障害者又はその疑いのある者を知った者は、誰でも、
その者について指定医の診察及び必要な保護を都道府県知事に申請することができる。

２ 前項の申請をするには、次の事項を記載した申請書を最寄りの保健所長を経て
都道府県知事に提出しなければならない。

一 申請者の住所、氏名及び生年月日
二 本人の現在場所、居住地、氏名、性別及び生年月日
三 症状の概要
四 現に本人の保護の任に当たっている者があるときはその者の住所及び氏名



(警察官の通報)第二十三条

警察官は、職務を執行するに当たり、異常な挙動その他周囲の事情から判断して、

精神障害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあると認められる者を

発見したときは、直ちに、その旨を、

最寄りの保健所長を経て都道府県知事に通報しなければならない。



(検察官の通報)第二十四条

検察官は、精神障害者又はその疑いのある被疑者又は被告人について、

不起訴処分をしたとき、又は裁判が確定したときは、

速やかに、その旨を都道府県知事に通報しなければならない。

ただし、当該不起訴処分をされ、又は裁判を受けた者について、

医療観察保護法の申立てをしたときは、この限りでない。

２ 検察官は、前項本文に規定する場合のほか、精神障害者若しくは、

その疑いのある被疑者、若しくは被告人又は医療観察保護法の対象者について、

特に必要があると認めたときは、速やかに、都道府県知事に通報しなければならない。



(保護観察所の長の通報)第二十五条

保護観察所の長は、保護観察に付されている者が精神障害者又は

その疑いのある者であることを知ったときは、速やかに、

その旨を都道府県知事に通報しなければならない。

(矯正施設の長の通報)第二十六条

矯正施設の長は、精神障害者又はその疑のある収容者を釈放、退院又は退所

させようとするときは、あらかじめ、左の事項を本人の帰住地

(帰住地がない場合は当該矯正施設の所在地)の都道府県知事に通報しなければならない。

一 本人の帰住地、氏名、性別及び生年月日
二 症状の概要
三 釈放、退院又は退所の年月日
四 引取人の住所及び氏名



医療保護入院

入院時に指定医：必要

医療保護者の入退院の場合、
管理者は10日以内に保健所長を経由して、
都道府県知事に「医療保護入院者の入院（退院）届」を提出する。
（入院形態変更の場合も含む）

特定医師の場合…12時間に限り入院させることができる

本人の同意が得られないとき、「その家族等」の同意で入院

退院時指定医：なし

自傷他害の恐れ：なし



応急入院

入院先：応急入院指定病院

直ちに「応急入院届」を保健所長を経由して都道府県知事に届け出る。

入院時指定医 ：必要
あるいは

入院時特定医師：必要

入院に急を要し、その家族等の同意を得ることができない場合の入院

（72時間）

（12時間）



入院等周辺の整理



「移送」

「医療保護入院」及び「応急入院」をさせるために

応急入院指定病院に移送する。

緊急に入院を必要とする状態であるが、

本人が入院の必要性を理解出来ず、

家族や主治医等が説得の努力を尽くしても

本人が病院にいくことを同意しない場合



いかなる場合の制限できない事・・・

「行動制限」

原則として、通信や面会に関しては自由に行われることが必要。

すべての入院において行動制限が可能

但し、患者の郵便物等に刃物や薬物等の異物が
明らかに同封されている場合は、
例外事項として患者本人に郵便物を開封させたうえで郵便物を渡し、
医師はその旨を診療録に記録をする。

①信書の発受

②都道府県及び地方法務局、その他人権擁護に関する行政機関の職員
ならびに患者の代理人の弁護士との電話、面会



「隔離」

患者の生命保護および重大な身体損傷を防ぐために、
他の代替方法がない場合に行われる。

自らの意思では退室できない個室に入室させる

患者の症状により、本人または周囲に危険が及ぶ可能性が高く、
その他の方法でその危険性を回避することが
極めて困難であると判断された際に、他の患者から遮断する行動制限。

「身体的拘束」

身体の一時的抑制



精神保健指定医でないと行えない行動制限

行動制限を行った場合の記録

指定医の氏名、行動制限の内容、
開始時の症状、開始（終了）年月日と時刻等を記録する。

隔離（12時間以上） と 身体的拘束



更生保護制度の概要と
精神障害者との関係及び
関係機関や団体との連携



更生保護制度等の整理



更生保護制度 【更生保護法第１条】更生保護制度の目的

「犯罪をした者及び非行のある少年に対し、

社会内において適切な処遇を行うことにより、

再び犯罪をすることを防ぎ、またはその非行をなくし、

これらの者が善良な社会の一員として

自立し、改善更生することを助けるとともに、

恩赦の適正な運用を図るほか、

犯罪予防の活動の促進を行い、

もって社会を保護し、個人及び公共の福祉を増進すること」

犯罪者に社会内処遇を行い、自立、更生させ、社会保護と福祉の増進をする



恩赦（おんしゃ）「政令恩赦」と「個別恩赦」

個別恩赦には、有罪判決が無効になる「特赦」、「減刑」、
刑罰を受ける必要がなくなる「刑の執行の免除」、「復権」の4種類がある。

3種類
「大赦」起訴や有罪判決ができなくなったり、有罪判決が無効になる。
「減刑」刑が軽くなったり、刑期が短くなる。
「復権」有罪判決によって生じた資格の制限を取り除く。

「政令恩赦」政令で罪や刑の種類などの基準を決めて一律に行われる。

「個別恩赦」日頃から行われている「常時恩赦」
期間を限って行われる「特別基準恩赦」

いずれも有罪が確定した特定の人に対して
恩赦を行うかどうか個別の審査で判断して恩赦の実施を決定する。



道路交通法違反を何度も繰り返して免許停止となった人が、

罰金を納めてから3年経過し、再び処罰されていなければ、

再び免許を取り直すことが可能となる。

個別恩赦（例）

医師免許を取り上げられた人が再び国家試験を受けられるようになる。

公職選挙法違反で処罰された人が、失った公民権を回復することができる。等



罰金刑だけでなく「懲役刑」や「禁固刑」など

重大な罪を犯した人も含まれるが、

植物状態などで治る見込みが極めて低い人などが対象となっている。

特別基準恩赦（例）

政令恩赦の対象から漏れた人、

つまり、罰金刑を受け終わってから3年が経っていない人について

「復権」を行うかどうか個別に審査する。

病気などの理由で長期間刑の執行が停止状態にある人の

「刑の執行の免除」を可能にする。



更生保護制度等の処遇の整理



刑務所、少年刑務所、拘置所等の矯正施設において行われる処遇

●更生保護の実施・・・社会内処遇

犯罪者への処遇

社会生活を送る中で行われる処遇

施設内処遇

社会内処遇



刑法学における刑罰の考え方

●更生保護の考え方・・・教育刑主義

刑罰の本質は、犯罪という悪に対する報いであるという考え

刑罰の本質は、犯罪者の社会復帰のための教育であるという考え

応報刑主義

教育刑主義



収容期間満了前に釈放して更生の機会を与え、
円滑な社会復帰社会復帰を図ろうとする処分。

仮釈放 刑事収容施設（刑務所・少年刑務所・拘置所等）
仮出場 労役場
仮退院 少年院・婦人補導院

仮釈放等

（労役場：罰金等を完納できない者に対して、
総額に達するまでの日数分、所定の作業を行わせる。）



①悔悟（かいご）の情
②更生の意欲
③再犯のおそれ
④社会の感情

仮釈放の対象者

刑法28条
懲役または禁錮に処せられた者に改悛の状があるとき、

有期刑についてはその刑期の３分の１、
無期刑については１０年を経過した後、行政官庁処分によって仮に釈放できる。」
（少年犯罪は特例→無期刑7年、本来は死刑処断の場合10年などの例外あり）

また、本人の資質、生活歴、矯正施設内における生活状況、
将来の生活計画、帰住後の環境等を総合的に考慮するとともに、

4つの事由を総合的に考慮するとともに、
保護観察に付することが
本人の改善更生のために相当であると
みとめられる場合に仮釈放等を決定できる。

改悛（かいしゅん）悔い改め心を入れ替える

悔悟（かいご） 罪を認め後悔すること



仮釈放等は高齢者や知的・精神障害者は対象にならないことが多い。

保護観察の期間中に守るべき遵守事項が記された書類

「遵守事項通知書」

すべての者が守る・・・「一般遵守事項」

対象者ごと定める・・・「特別遵守事項」

高齢者や障害者に対する処分

高齢者・・・身元引受人がいない

知的、精神障害者・・・ 悔悟の情が表現できない。
更生の意欲が低いと判断されがち。



地方更生保護委員会
地方更生保護委員会の業務
●仮釈放の許可。またはその処分を取り消し。
●仮出場の許可。
●少年院からの仮退院の許可。少年院からの仮退院中の者を少年院に戻して収容する。
●婦人補導員からの仮退院の許可、またはその処分の取り消し。
〇保護観察を仮に解除し、またはその処分を取り消す。
〇少年院からの退院の許可。
〇保護観察所の業務を監督する。

保護観察所（事務局）に配属される専門職・・・保護観察官

地方更生保護委員会は最終行政庁ではなく、不服がある者は、
中央更生保護審査会 （法務省の審議会等の一つ）に審査請求をすることができる。

（資料ミス）地方更生保護委員会（事務局）



保護観察所

更生保護法及び売春防止法の定めるとことにより、保護観察を実施する。
犯罪の予防を図るため、世論を啓発し、
社会環境の改善に努め、地域住民の活動を促進する。
その他、更生保護法その他の法令によりその権限を属された事項を処理する。

【業務：保護観察、環境調整、更生緊急保護、
恩赦の上申、犯罪予防活動、精神保健観察など】

【協力機関等：保護司、更生保護女性会、BBS会、協力雇用主、更生保護施設
等とネットワークを作り、協働して対象者に支援を行う。】

更生緊急保護：満期釈放の者等の申請により、原則6ヶ月に限り金品給与貸付、
医療、療養、宿泊、生活指導などを行う。

保護司：法務大臣から委託された非常勤の国家公務員（任期２年、再任は妨げない）



保護観察所に配属される専門職

●個別処遇
●必要かつ相当な限度
●信頼関係に基づく処遇
●国民の理解と協力

保護観察に関する業務等を行う ・・・ 保護観察官

医療観察法に関する業務等を行う・・・ 社会復帰調整官

保護観察の機能

遵守事項を守らせる・・・指導監督

対象者が自立した生活を送ることができるように導く・・・補導援護

保護観察の態度や方法



医療観察法の概要と
精神保健福祉士の
専門性と役割



医療観察法の整理



精神保健福祉法における「自傷・他害」と
医療観察法の「重大な他害行為」



精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
「申請等に基づき行われる指定医の診察等」
に基づき厚生労働大臣の定める基準

入院させなければその精神障害のために、

次の表に示した病状又は状態像により、自殺企図等、自己の生命、
身体を害する行為(以下「自傷行為」という。)又は

殺人、傷害、暴行、性的問題行動、侮辱、器物破損、強盗、恐喝、
窃盗、詐欺、放火、弄火等他の者の生命、身体、貞操、名誉、財産等又は
社会的法益等に害を及ぼす行為
(以下「他害行為」といい、原則として刑罰法令に触れる程度の行為をいう。)を引
き起こすおそれ。



医療観察法 第二条

この法律において「対象行為」とは、
次の各号に掲げるいずれかの行為に当たるものをいう。

① 「放火」

② 「強制わいせつ・強制性交等」

③ 「殺人」

④ 「傷害」

⑤ 「強盗」

刑法第百八条から第百十条まで又は第百十二条に規定する行為

刑法第百七十六条から第百八十条までに規定する行為

刑法第百九十九条、第二百二条又は第二百三条に規定する行為

刑法第二百四条に規定する行為

刑法第二百三十六条、第二百三十八条又は第二百四十三条
（第二百三十六条又は第二百三十八条に係るものに限る。）に規定する行為

①「放火」②「強制わいせつ」③「強制性交等（強姦）」
④「殺人」⑤「傷害」⑥「強盗」



医療観察法
「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律」

目的（第１条）

「この法律は、

心神喪失等の状態で重大な他害行為（他人に害を及ぼす行為）を行った者に対し、

その適切な処遇を決定するための手続等を定めることにより、

継続的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な手続き等を定めることにより、

継続的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な観察及び指導を行うことによって、

その病状の改善及びこれに伴う同様の行為の再発の防止を図り、

もってこの社会復帰を促進することを目的とする。」



【刑法第39条】

心神喪失者の行為は罰しない。

心身耗弱者の行為はその刑を軽減する。

【犯罪の３要素】

「構成要件該当性（行為-刑罰の類型に該当するか）

「違法性（法にそむいているか）」

「有責性（責任能力があるか）」



医療観察法の対象

重大な他害行為（対象行為）を行ったもののうち、

・ 不起訴処分になった心神喪失者または心身耗弱者

・ 心身喪失によって無罪判決が確定した者

・ 心身耗弱によって刑が軽減され執行すべき刑期のない者
（執行猶予付きの有罪判決を含む）



ただし、以下の対象者については申し立てしないこともできる。

医療観察法の申し立て

検察官が地方裁判所に審判を申し立てることから始まる。
（検察官は対象行為を行った対象者について申し立てをしなければならない）

検察官・・・被疑者（罪を犯した疑いがあり、捜査の対象とされている者）
を刑事裁判にかける（起訴）するか、しないか（不起訴）を判断する。

・医療ならびに観察、指導が行われることによって、
病状が改善され再発の防止と社会復帰を促進するとしている
医療観察法の目的にそぐわない事例、
医療を受けさせる必要性が明らかに無い場合。

・対象行為である「傷害」の程度が軽い場合で、
対象者の病状や性格、生活環境を考慮して、
医療観察法の処遇が必要ないと認めるとき。



20未満の場合

その他申し立てができない場合

20未満の少年に関しては、
家庭裁判所への「全件送致主義（示談などで不起訴にせず、裁判所に送致する）」
がとられる為、検察官が起訴・不起訴の決定が出来ないため、
原則として医療観察法の対象とはならない。
（家裁からの刑事処分相当としての逆送など例外はある。）

・対象者が刑もしくは保護処分の執行のため、
刑事施設もしくは少年院に収容されている場合。

・対象者が外国人で出国した場合。



医療観察法の流れ



被害者の傷害程度が軽く、事件を起こした精神障害者の病状が穏やかな場合

現場に行った警察官の判断で最寄りの保健所長に警察官通報

通報を受けた保健所は精神保健診察を実施し、精神障害者を措置入院

精神保健福祉法ルート



傷害の程度が重い場合

精神障害により責任能力がない場合 責任能力がある場合

地方裁判所に医療観察法による処分の申し立てを行う 起訴

↓ ↓

検察官は加害者（精神障害者）に
事情聴取 ＋ 簡易鑑定を行い
加害者の責任能力を把握する

警察署から検察庁に送致される



裁判官と精神保健審判員
からなる合議体を組織する

医療的判断＋法的判断

対象者を鑑定入院させ
鑑定医に診断等を命令

保護観察所に対して
対象者の生活環境調査を依頼

社会復帰調整官が
対象者やその家族と面接をし、
成育歴や病歴などを聴取して
生活環境調査報告書を作成

地方裁判所

鑑定結果を基礎とし、生活環境を考慮し、
精神保健参与員の意見を聞き、処遇を決定

↓
審判

入院によらない医療入院による医療 不処遇

↓ ↓



不処遇

（例）鑑定入院で対象者が精神障害でなかった場合など

↓

（例）検察官の判断による起訴など



その後・・・退院許可申し立て
①病状が安定している
②必要な医療を自律的に求めることができる
③適切な支援体制が整えられている

指定入院医療機関へ入院（指定：厚生労働省）

（管理者は６カ月ごとに地方裁判所に入院継続の確認申し立てを行う。）

入院による医療

指定入院機関での治療プロセス

（３カ月）

（９カ月）

（６カ月）

→治療計画の設定

→退院後の生活環境の調整

→処遇の実施計画（案）の策定

急性期

回復期

社会復帰期

入院期間の上限は定められていないが、
ガイドラインで18カ月程度を標準としている



（通院期間延長決定があれば通院対象者の病状に応じて最大５年を上限に延長あり）

入院によらない医療

精神保健観察 ・指定通院機関へ通院
・保護観察所の社会復帰調整官が必要な助言指導を行う

０～６カ月

６～２４ヶ月

２４～３６ヶ月

・・・前期通院医療

・・・中期通院医療

・・・後期通院医療

→訪問看護、金銭管理等社会生活能力の維持

→訪問看護、疾病の自己管理、金銭管理等社会生活能力の維持

→訪問看護、確実な服薬、社会参加の促進、処遇終了後の準備

（１週に１回の指定通院医療機関への外来）

（２週に１回の指定通院医療機関への外来）

（２週に１回の指定通院医療機関への外来）


